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研究成果の概要（和文）：本研究は，東アジア地域全体の利益に資するためのアジア共通交通政

策を立案する活動の一環として，優先プロジェクトの策定やシームレスな国際交通ネットワー

クの形成を支援することを目的に，アジア地域における国際経済・交通に関する政策シミュレ

ーションモデルを構築して，北東アジア（日本・中国・韓国），アセアン，APEC 地域などを

対象に，個別かつ具体的なプロジェクトを対象とした定量的な政策シミュレーションを行った

ものである． 
 
研究成果の概要（英文）：In this research, a policy simulation model in which both 
international and transport are considered was developed, in order to support to making 
common transport policies in Asia. The model developed can support to choosing the 
prioritized projects in the region and making the seamless international transport network. 
The model was applied into Northeast Asia including Japan, China and Korea; ASEAN 
countries; and all APEC economies. Several quantitative policy simulations were 
implemented, targeting for the concrete projects in these regions. 
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１．研究開始当初の背景 
近年，東アジア諸国は飛躍的な経済発展を

遂げ，世界経済の中でも強い影響力を持つ地
域に成長した．今後は，中国の経済的な台頭
や自由貿易協定の締結などの経済統合化な
どの動きがさらに加速するものと予想され，
アジア経済圏の様々な成長シナリオを比
較・検討したうえで，我が国やアジア諸国の
発展の方向性を議論する必要がある．また，

今後のアジア地域の経済発展戦略を考察す
る上で，より効率的な国際交通インフラネッ
トワークを整備・再構築し，我が国およびア
ジア圏の経済活動を支える国際交通の円滑
な流動を実現することが重要であることは
いうまでもなく，アジア経済の発展シナリオ
と国際交通インフラネットワークの構築を
相互に関連付けた検討を行うことが今後の
重要課題となる． 
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以上の背景に基づき，研究代表者・分担者
らは，それまでの各自の専門分野（国際経
済・交通計画・国際物流等）の成果を集約し
た，国際経済・交通政策の評価モデルを構築
することを目的に，貿易予測モデルと国際交
通流動モデルを段階的に連結した予測シス
テムの検討を行ってきた．これには，貿易モ
デルおよび国際交通モデルの改良や両モデ
ルの結合（金額ベースから物量ベースへの変
換），評価対象シナリオの設定といった全体
システム構築の検討などが含まれる． 
しかしながら，これまでの検討過程で，①

検討シナリオにおける客観性の担保，②貿易
モデルおよび貨物流動モデルの特性を考慮
した品目分類の検討，③航空輸送より安く海
上コンテナ輸送より早い国際 RORO 船・フ
ェリーを活用した「第３の輸送機関」の成長，
④将来予測に必要なモデルの動学化など，重
要かつ解決に労力を要する課題が多数クロ
ースアップされてきた．  
また，アジアを取り巻く情勢についてみて

も，この３年間で，FTA などの経済統合の動
きはますます加速し，また共通交通政策立案
の機運も高まっている．後者に関連しては，
APEC 運輸 WG，日 ASEAN 交通連携，日中
韓物流大臣会合など政府レベルの交流も活
発化しているのに加え，東アジア交通学会
（EASTS）など各学会でも策定に向けた提言
がなされるなど具体的な動きが広がってお
り，東アジア全域への貢献という点からみた
個別プロジェクトの優先付けなど，共通政策
の立案および定量的な評価へのニーズはま
すます高まっている． 
 
２．研究の目的 
以上の背景に基づき，交付期間内における

当初の研究目的は以下であった．  
(1) 統合型国際経済・交通政策評価モデルの

完成にあたって必要となる以下の個別課
題の解決 

① デルファイ法等を活用した検討シナリオ
の精緻化・深度化 

② 貿易サブモデルおよび貨物流動サブモデ
ルの特性を考慮した品目分類の検討 

③ 輸送機関分担を内包し，国際 RORO 船・
フェリーを考慮した貨物流動モデルの取
り込み 

④ 貿易サブモデルにおける交通条件の改善
に伴う貨物需要創出効果の表現 

⑤ モデルの動学化に向けた検討 
(2) アジア共通交通政策立案に向けた個別プ

ロジェクトの定量的評価と国際交通ネッ
トワーク構築の支援 

① 定量的評価に向けたモデル対象範囲の細
分化および拡張 

② 検討対象プロジェクトに関する詳細情報
の収集 

③ 総合型評価モデルを活用した個別プロジ
ェクトの定量的評価 

④ ③に基づく国際交通ネットワーク戦略お
よびアジア共通交通政策の立案支援 

 
３． 研究の方法 
(1) 統合型国際経済・交通政策評価モデルの

完成にあたって必要となる以下の個別課
題の解決 

① デルファイ法等を活用した検討シナリオ
の精緻化・深度化 

多数の専門家を対象に，デルファイ法に基
づくアンケート調査を実施し，国際経済およ
び国際交通に関する詳細な将来シナリオを
設定した． 
②  貿易サブモデルおよび貨物流動サブモ

デルの特性を考慮した品目分類の検討 
品目別の機関分担率や単価，コンテナ化率

等の実績データをもとに，多変量解析に基づ
き品目分類の検討を行った． 
③  輸送機関分担を内包し，国際 RORO 船・

フェリーを考慮した貨物流動モデルの
取り込み 

わが国を含む東アジア地域を対象に，道
路・鉄道・フェリー/RORO・海上コンテナ輸
送の各モードを内包したマルチモードの国
際物流モデルを構築した． 
④  貿易サブモデルにおける交通条件の改

善に伴う貨物需要創出効果の表現 
 貿易サブモデルに含まれる交通輸送費用
を変化させることで，貿易額や貨物量，地域
経済に及ぼす影響を計測した． 
⑤  モデルの動学化に向けた検討 
世界貿易分析プロジェクト（GTAP）モデル

に基づき，5 年ごとに将来貿易額を推計する
という準動学的な手順で，2025 年までの将来
推計を行った． 

 
(2) アジア共通交通政策立案に向けた個別プ

ロジェクトの定量的評価と国際交通ネッ
トワーク構築の支援 

①  定量的評価に向けたモデル対象範囲の
細分化および拡張 

貨物流動予測サブモデルにおける陸上輸
送に関して，それまでの中国・東南アジアの
一部までを対象としたモデルから，島嶼部を
含めた東南アジア全域を含めかつゾーンが
細分化されたモデル，さらに中東を除くアジ
ア全域を対象とするモデル，さらに APEC（ア
ジア・太平洋経済協力）全域を含むモデルへ
と拡張した． 
②  検討対象プロジェクトに関する詳細情

報の収集 
個別プロジェクトの評価にあたって，候補

となるプロジェクトの詳細情報を収集した．
中国，東南アジア，中央アジア，ロシア等を
対象に現地調査や文献調査を実施した． 



 

 

③  総合型評価モデルを活用した個別プロ
ジェクトの定量的評価 

a) アセアン地域を対象に，物流インフラ主
要プロジェクト（全 79 プロジェクト）を対
象に，2020 年の貨物需要を入力して政策の有
無別の物流シミュレーションを実施し，輸送
費用の削減効果等について検討した． 
b) 北部九州－韓国・中国間の RORO 船・フェ
リー航路を対象に現状再現性を確認したう
えで，利用促進・誘致政策等の実施シミュレ
ーションを行い，政策の効果を確認した． 
c) APEC 地域にフォーカスした貿易・貨物流
動の将来シミュレーションを実施し，加盟各
国や地域全体の貿易額や港湾取扱量の予測
が可能であることを示した．  
d) マラッカ海峡長期封鎖による海上輸送の
迂回シミュレーションを実施した． 
④  ③に基づく国際交通ネットワーク戦略

およびアジア共通交通政策の立案支援 
 ③で実施したシミュレーションについて，
それぞれ a):日アセアン交通連携物流 WG，b): 
物流戦略懇談会（国際東アジア研究センタ
ー），c)および d):APEC 運輸 WG 海事専門家会
合（MEG）の場においてプレゼンテーション
およびディスカッションを行う場を得た．こ
のなかで，シミュレーション計算の結果得ら
れる政策的インプリケーションや今後の活
用方策に関する議論が行われた． 
 
４．研究成果 
主要な研究成果を以下に紹介する． 

(1) 統合型国際経済・交通政策評価モデルの
完成にあたって必要となる以下の個別課
題の解決 

①  デルファイ法等を活用した検討シナリ
オの精緻化・深度化 

93 名の専門家を対象に実施したデルファ
イ法に基づくアンケート調査の成果につい
ては，学会発表の⑨および⑩を参照されたい． 
また，アンケート調査を基に，2025 年まで

の将来経済・交通に関するシナリオを 4ケー
ス設定し，以下の⑤で述べる将来予測へのイ
ンプットとした． 
②  貿易サブモデルおよび貨物流動サブモ

デルの特性を考慮した品目分類の検討 
 Global Insight による 77 品目の世界貿易
データを，輸送機関分担（海上・航空），単
価，コンテナ化率などの情報に基づき 9 種類
の品目に分類した．また，OD による違いや
時系列的な変化についても考察を行った（学
会発表の①）． 
 なお，本研究課題で最終的に採用した貨物
流動モデルは品目別のモデルとはならなか
ったため，本項での検討成果の活用について
は今後の課題となっている． 
③  輸送機関分担を内包し，国際 RORO 船・

フェリーを考慮した貨物流動モデルの

取り込み 
(2)④b)で述べた北部九州－韓国・中国間の

RORO 船・フェリー航路を対象とした政策シミ
ュレーションの実施を念頭に，これらの航路
を対象にしたマルチモードの国際物流モデ
ルを構築し，再現性がおおむね妥当であるこ
とを確認した（雑誌論文の①および学会発表
の③）． 
④  モデルの動学化に向けた検討 
①で用意した４つの将来経済・交通シナリ

オに基づき，2025 年までの各国間貿易額お
よび貨物輸送需要の推計を行った．具体的な
結果については，学会発表の⑦などに記載し
ている． 

 
(2) アジア共通交通政策立案に向けた個別プ

ロジェクトの定量的評価と国際交通ネッ
トワーク構築の支援 

②  ② 検討対象プロジェクトに関する詳細情報
の収集 

現地調査内容に基づき，以下のような派生
的な研究成果を得た． 
a) タイ・マレーシア間の越境輸送を対象に，
輸送機関の選択要因に関する検討を行った
（雑誌論文の⑥）． 
b) 中国北部～モンゴル間の国際貨物輸送（越
境輸送）を対象に，トラック／鉄道の選択結
果から貨物の時間価値の推計を行った（学会
発表の⑥）． 
c) 北東アジアと中央アジアを結ぶ２つのイ
ンターモーダル国際物流回廊を対象に，費用
と時間に関わる様々な障壁を整理し，当該地
域の国際物流円滑化に向けた課題を整理し
て政策提言を行った（雑誌論文の③）． 
d) 東南アジアと米国の間の国際輸送におけ
る航空と海運の分担モデルを作成し，近年の
海運へのシフトの要因について分析した（学
会発表の②）． 
e) 米国の通関統計に基づいて，海上輸送費用
に対して港湾混雑が与える影響について定
量的な検討を行い，東アジアにおける港湾イ
ンフラ整備が貿易費用に大きな影響を与え
てきたこと，および港湾整備は今後も貿易費
用の低減に貢献することを示した（雑誌論文
の⑤）． 
③ 総合型評価モデルを活用した個別プロ

ジェクトの定量的評価 
a) アセアン地域を対象とした物流インフラ
主要プロジェクト（全 79 プロジェクト）の
政策シミュレーション（雑誌論文の④，学会
発表の⑤など） 
 すべての主要プロジェクトおよび越境交
通政策（アセアン域内のすべての国境で抵抗
が約 2 割減少）が実施された場合と，これら
の政策が全く実施されなかった場合の，陸上
通過貨物量の差異を図１に示す．全体的にみ
れば，中国からインドシナ半島にかけて，あ



 

 

るいはインドネシア・スマトラ島内など，鉄
道の新設・改良区間で輸送量が発生・増加し，
並行する道路で減少する傾向などが観察さ
れる．これは，プロジェクト総数でいえば鉄
道の方が少ないものの，高速化・頻度増加・
荷役時間減少等の施策を含んだ総合的なプ
ロジェクトが多く，1 件あたりの規模が比較
的大きいことから，鉄道整備のインパクトが
道路を上回っているためと考えられる．  
また，シミュレーション結果を用いて，ア

セアン発着貨物の輸送費用（陸上・海上込み，
輸送時間も時間価値を乗じて費用に換算し
合算した一般化輸送費用で計算）の削減効果
を計算したところ，上述の全施策を実施した
場合，全く実施しなかった場合に比べ，およ
そ年間 15.7 兆円の削減効果（当該貨物の総輸
送費の約 8.8%に相当）が期待できるとの試
算結果を得た．さらに各国別にみると，表１
に示すように，全施策（プロジェクトおよび
越境交通政策）を実施した場合の（当該国の
全貨物輸送費用に対する）輸送費用削減率は，
フィリピンの 3.7%からラオスの 22.6%まで
ばらつきがあるものの，施策種類別にみると，
たとえば海上輸送に関するプロジェクトの
み実施した場合は有力な港湾のないブルネ
イ，カンボジア等では費用削減効果がほとん
ど見込めず，同じく陸上輸送に関するプロジ
ェクトのみ実施した場合は内陸国のラオス
等で効果が見込めず（越境交通政策も同時に
実施しないと効果がほとんど見込めないと
解釈できる），また越境交通政策のみ実施し
た場合は陸の国境のないフィリピンでは効
果がほとんど見込めないなどといったよう
に，さらなるばらつき・不公平が生じるのに

比べれば，全施策を同時に実施した場合は，
削減率最低のフィリピンでも一定の効果が
見込め，アセアン各国の均衡ある発展が期待
されることがわかった． 
図１ 物流インフラ主要プロジェクトおよ
び越境交通政策の影響シミュレーション結
果（全施策を実施した場合と全く実施しなか
った場合の各リンクの貨物輸送量の差異） 
表１ 施策実施の組み合わせ別の各国発着
貨物の輸送費用削減率 

  
c) APEC 地域にフォーカスした貿易・貨物流
動の将来シミュレーション（雑誌論文の②，
学会発表の④，⑫など） 
 貿易サブモデルによる APEC 加盟 21 地域
の総貿易額の伸び率に関する将来予測結果
を図２に示す．図より，2025 年の APEC 全
域の総貿易額は，2008 年と比較して約 1.6～
2.8 倍の水準となると予測されている． 
 また，APEC 全域を対象とした貨物流動予
測サブモデルについて，主要港におけるトラ
ンシップ貨物量の現状再現性を図３に示す．
図に示す通り，比較的良好な再現性を有する
モデルが構築できたと考えている．なお，本
研究（雑誌論文②）は，東アジア交通学会の
優秀論文賞を受賞した． 

図２ APEC 加盟 21 地域の総貿易額の伸び
率に関する将来予測結果（2008 年を 100 と
する） 

図３ APEC 全域を対象とした貨物流動予
測サブモデルにおける主要港のトランシッ
プ貨物量再現性 
d) マラッカ海峡長期封鎖による海上輸送の
迂回シミュレーション（学会発表の⑧等） 

通過貨物量の差（政策あり－政策無し）
（台，2020年値）
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シミュレーションの結果，何らかの理由に
よりマラッカ海峡が長期間にわたって封鎖
されたとしても，東側は東南アジア地域に向
けて開かれたままのシンガポール港よりも，
海峡封鎖時は巨大な内湾の港と化すマレー
半島西側やスマトラ島に位置する港湾の方
が多大な影響を受け（図４），代替交通路と
してマレー半島やスマトラ島を横断する陸
上交通が増加すること等が示された． 

図４ マラッカ海峡周辺港における輸出入
コンテナ取扱量の変化（シナリオ０：封鎖な
し，シナリオ１：封鎖あり） 
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